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タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業

○ 中東情勢が依然として不透明である中、ＬＰガス価格の見通しが困難である状況を踏まえ、

国民生活等への不測の影響を緩和するため、ＬＰガスを使用するタクシー事業者の燃料価格に

ついて時限的・緊急避難的な激変緩和事業を継続。

＜事業概要＞

ＬＰガスを使用するタクシー事業者に

対して、燃料高騰相当分を支援。

１０／１０補助

※ＬＰＧ販売価格の全国平均

基準価格（114.3円／ℓ※）

ＬＰＧ価格

直接補助事業者
（民間事業者）

間接補助事業者
（タクシー事業者）

国土交通省

補助申請

補助申請

＜補助スキーム＞

令和８年度予備費 24億円
（令和8年9月1日閣議決定）

（補助額）

・４月分 11.0円／ℓ

・５月分 19.5円／ℓ

・６月分 18.5円／ℓ

・７月分 12.5円／ℓ ２



バス・タクシー事業における人手不足対策支援

地域の日常生活・社会経済活動の基盤となるバス・タクシー事業において、担い手の確保が喫緊の課題となっている。

バス・タクシー事業者に対し、人手不足による事業の縮小・廃止を抑制するための支援を強力に実施バス・タクシー事業者に対し、人手不足による事業の縮小・廃止を抑制するための支援を強力に実施

足もとでは、「交通空白」の解消に向けて、地域ごとに今後の地域公共交通のあり方を検討している最中であり、人手不足により
バス・タクシー事業者が事業の縮小をすれば、地域の公共交通の維持が困難となり、新たな交通空白を生じさせるおそれ。

＜二種免許取得＞

＜女性用控え室＞

背景

主な支援内容

＜人材確保セミナー＞

＜補助対象事業者＞
バス事業者、タクシー事業者等

＜補助対象経費＞
・人材確保セミナーの開催経費※１、※２
・二種免許取得等に関する経費※２
・女性用控え室等の整備経費 等
※１ 日本版／公共ライドシェアに係る経費も含む
※２ 特定技能外国人の採用に係るものも含む

＜補助率＞
最大 １／２

令和9年度要求額
58.2億円
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○ 「交通空白」は単なる移動手段の不足にとどまらず、通学や通院、買い者などが家族による送迎に委ねら
れ、現役世代の方が多くの時間を割かざるを得なくなる結果、本来であれば仕事や様々な活動に充てられ
ていたはずの時間が失われ、地域と個人の成長を奪う「見えない壁」として、地方の生活や経済に大きな影
響を及ぼしている。

○ そのため、「取組方針２０２６」に基づき、令和９年度までの集中対策期間において、全国約3,000の
「交通空白」解消に道筋をつけるとともに、集中対策期間の先も見据え、成長投資として、地方公共団体
や公共交通事業者等による地域の実情に応じた移動手段の確保・維持の取組を進める。

■ 集中対策期間、さらにその先を見据えた「交通空白」解消
の深化・加速化
デマンド交通・公共ライドシェア等の移動手段確保の後押し

（調査・計画策定・合意形成、車両・システム・運行費等の支援）

「交通空白」解消に向けた輸送資源のフル活用等の推進

■生活の基盤となる地域公共交通の維持確保等
離島航路、離島航空路、幹線・地域内フィーダー系統の運行費等に対する支援
バリアフリー対応車両導入や施設整備等、公共交通機関のバリアフリー化支援

地域鉄道における安全対策
安全に問題があるバス停の移設等

改正地域交通法も活用した、輸送資源のフル活用、複数の
自治体、交通事業者等の共同化・協業化による再構築
（「自動車地域旅客運送サービス再構築事業」をはじめ、運転者や車両等の地
域の輸送資源をフル活用してサービスを提供する場合等における調査、合意形
成、車両・システム・運行費等への支援）

地域公共交通の維持・確保等

■ ローカル鉄道再構築
（再構築に向けた協議の場の設置、調査・実証事業を支援）

■ 地域公共交通再構築（社会資本整備総合交付金）
（地域交通ネットワーク再構築に必要なバス・鉄道施設整備支援）

（参考）訪日外国人旅行者6,000万人に向けた「観光の足」の確保
複数事業者による

共同化
複数事業者による

共同化

「『交通空白』解消・官民連携プラットフォーム」パイロット・プロジェクト推進
（ 複数分野の地域の輸送資源のフル活用の推進等）

■ 地域公共交通計画・協議会のアップデート等への支援
「交通空白」解消に向けた実態把握・モビリティデータの利活用や、共同化・協業化
等に必要となる地域公共交通計画の策定・変更 への支援
共同化してサービスを提供するための事業計画策定 等への支援

■ 財政投融資（共同化・協業化、DX・GX投資への出融資）

自動運転の事業化促進など地域交通の生産性向上等の推進

■ 自動運転の社会実装推進

■ 地域交通DX(COMmmmONS等)による生産性等の向上
（システム標準化の推進、キャッシュレス決済の導入等支援）

■ EV車両・自動運転車両等の先進車両導入支援 自動運転バス自動運転バス

■ 訪日外国人旅行者受入環境整備（令和８年度事業の例）
公共/日本版ライドシェア等活用による観光地の二次交通の高度化
乗場・待合環境整備等の二次交通へのアクセスの円滑化
多言語対応、キャッシュレス決済の普及や、観光車両導入等の公共交通機関にお
ける受入環境整備、誘客や周遊円滑化に向けた路線バス等の二次交通基盤整備

自治体・「連携促進団体」等を核とした地域の連携体制強化
（地域公共交通計画の検討、関係事業者との連携、連携促進団体の活用や立ち
上げ、人材育成、運営等への支援)

デジタル技術活用による事業者・他分野連携の推進

公共ライドシェア公共ライドシェア

新造車両・ICカードの導入新造車両・ICカードの導入
ハイブリッド気動車イメージ

持続可能な地域社会の実現のための「交通空白」解消の深化・加速化
～地域と個人の成長を奪う「見えない壁」の打破～

（観光庁予算）
令和７年度補正予算 ７８億円の内数 令和８年度予算 １９億円の内数

・地域公共交通確保維持改善事業等
令和９年度予算概算要求額 ２７０億円（通常枠）（１．３１倍）

４９５億円（投資枠）
合計 ７６５億円

令和７年度補正予算 ３５２億円
令和８年度当初予算 ２０６億円

合計 ５５８億円

・社会資本整備総合交付金（地域交通関係）
令和９年度予算概算要求額 ５，５３５億円の内数（通常枠）

（４，５９７億円の内数）

輸送資源のフル活用輸送資源のフル活用

４



白タクや違法ハイヤー事業者等に関する調査

＜啓発用ポスター＞
＜啓発用動画＞

（英・中・韓国語版あり）

事 業 概 要

背 景 ・ 経 緯

令和７年令和６年令和５年令和４年

132803317検挙件数

令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度

4117５２処分件数

＜警察による検挙件数の推移＞

＜運輸支局による処分件数の推移＞

○ 白タク・違法ハイヤーの撲滅に向け、以下取組を実施。
広報・啓発活動の強化

○ 訪日外国人旅行者の増加に伴い、空港等において、いわゆる白タク行為やハイ
ヤーによる違法な客引き行為等が問題化。

○ 白タク行為やハイヤーによる違法行為の撲滅に向けて、関係機関等と連携して空
港や観光地における啓発活動、現地調査を行い、違反事実が確認されれば、厳
正に対処してきたところだが、近年、検挙件数及び処分件数は増加傾向にある。

○ 旅客の安全・安心な二次交通を確保するためには、白タク・違法ハイヤーの撲滅
に向けた取組を一層強化し、戦略的かつ効果的に進める必要がある。

○ 訪日外国人が使用する海外SNS・Webを対象とした情報
発信の強化

○ 訪日外国人旅行者向けの啓発イベントの開催
○ 啓発動画やポスターの多言語化 等

これら取組に加え、戦略的かつ効果的な取組となるよう、検証を行う

○ 主要空港（新千歳・羽田・成田・中部・関西・福岡・那覇
）に違法タクシー巡回員（ITPS）２名を通年で配置。違
法行為が疑われる車両確認体制の整備等を図る。

※ Illegal Taxi Patrol Staffの略。

広報・啓発活動の検証

○ 更なる戦略的かつ効果的な広報啓発活動の手法の検討に向けて、訪日外国人旅行者に対し、アンケート調査を実施。

違法タクシー巡回員（ITPS※）の配置

令和9年度予算要求
0.5億円

５

※さらに「地域公共交通確保維持改善事業」において、
白タク・違法ハイヤー対策に関する予算を要求



○ ハイヤーにおける違法行為を防止する観点から、貸切バス事業者に対する規制に倣い、ハイヤー事

業者に対して運送引受書・運行指示書の作成の義務付けを行うこととする。

〇 旅客自動車運送事業運輸規則（昭和31年運輸省令第44号）の改正

ハイヤー事業者への運送引受書・運行指示書作成の義務付けについて

事業者は運送の申込者へ交付のうえ、写しを保存

＜記載事項＞

・ 運送契約の申込みの方法

・ 事業者の名称

・ 運行の開始及び終了の地点及び日時

・ 運賃及び料金の額

・ 上記のほか、国土交通大臣が定める事項

運送引受書

事業者は運転者へ（運行ごとに）指示・交付のうえ、保存

＜記載事項＞

・ 運行の開始及び終了の地点及び日時

・ 運転者の氏名

・ 使用車両の登録番号

・ 運送契約の相手方の氏名又は名称及び連絡先

・ その他運行の安全を確保するために必要な事項

運行指示書

● 運送引受書の交付義務違反
① 未交付
② 記載事項等の不備

● 運送引受書の写しの保存義務違反
● 運行指示書の作成等義務違反

① 運行指示書の作成、指示または携行の義務違反
② 記載事項等の不備

● 運行指示書の保存義務違反

※令和８年９月改正 同年１０月１日施行（Ｐ）

検討案

初違反 再違反
処分基準内容

１２０日車
１０日車

１２０日車

６０日車
１０日車
６０日車

６０日車
警 告
６０日車

３０日車
警 告
３０日車

６



○ 貸切バスやタクシー・ハイヤー事業者の違反行為に旅行業者等が関与していたことが疑われた場合

には、当該旅行業者等を所管する関係機関へ通報することとする。

運送事業者の法令違反へ関与が疑われる旅行業者の通報制度について 検討案

運輸局、運輸支局
貸切バス事業者または

タクシー・ハイヤー事業者

旅行会社等

① 監査・処分

安全政策課

観光庁、都道府県
（観光部局）

② 通 報

③ 調査・指導等

④ 回 報

※令和８年９月下旬に通達発出（Ｐ） ７



道路運送法第４条違反
※第４３条（特定）等を含む

道路運送法第７８条違反

違法ハイヤーに対する処分基準の改正（案）

①無許可経営
②運行管理者不在
③著しい改善基準告示違反
④全運転者の点呼の未実施
⑤全車両の点検整備の未実施
⑥整備管理者不在
⑦名義貸し
⑧事業の貸し渡し
⑨許可・認可の条件違反
⑩検査忌避・虚偽の陳述

＜現行＞ ＜改正案＞

①～⑩個々の違反について
それぞれ３０日間の事業停
止

２倍

処分内容：悪質違反に対する事業停止処分

※上記の他、酒気帯び・薬物使用等運転または過労運転等についても事業停止処分に至るケースあり

＜道路運送法抜粋＞
第８６条 免許、許可、登録又は認可には条件又は期限を付し、及びこれを変更することができる。

※ハイヤーについては、許可の際に「運送の引受けを営業所において行う輸送に限定する旨」の条件あり

①～⑩個々の違反について
それぞれ６０日間の事業停止

白タク・白トラ行為に対する処分基準の改正（案）
＜現行＞ ＜改正案＞

初 犯 ６０日
再 違 反 １２０日
再々違反 １８０日

初 犯 ４０日
再 違 反 ８０日
再々違反 １２０日

※再違反・再々違反：行政処分を受けた日から３年以内に同一条項に１回又は２回以上違反したもの

＜道路運送法・抜粋＞
第８１条 国土交通大臣は、自家用自動車を使用する者が次の各号のいずれかに該当するときは、六月以内において期間を定めて自家用自動車の

使用を制限し、又は禁止することができる。

２倍

初 犯 １２０日
再 違 反 １８０日

初 犯 ８０日
再 違 反 １８０日

処分内容：自家用自動車の使用の制限又は禁止

２倍

７月の正副会長会議資料を再掲白タク・違法ハイヤーへの罰則の強化について

８



ノンステップバスやユニバーサルデザインタクシー等の
バリアフリー車両に係る特例措置の拡充（自動車重量税）

自動車交通におけるバリアフリー車両の導入を促進することで、高齢者、障害者等を含む全ての者が安心して移動・生活すること
ができるユニバーサル社会の実現を目指す。

施策の背景

要望の概要

現行の特例措置

要望内容

○【自動車重量税】一般乗合旅客自動車運送事業者等が取得するバリア
フリー車両について、自動車重量税（初回新規登録分）を免税とする。な
お、現行のUD基準では普通自動車しか定めていないため、特例措置の
対象は普通自動車のUDタクシーのみとなっている。

○ 【自動車重量税】現行の特例措置に、軽自動車のUDタクシーを追加する。

○高齢化が進展する我が国では、高齢者、障害者等の自立した日常生活や社会参加の機会を
確保し、全ての人々が安心して生活することができるユニバーサル社会の実現が求められて
いる。このため、これらの者がバス、タクシーなどの自動車交通を利用して安全・円滑に移動
できるよう、バリアフリー車両の普及を加速させていく必要がある。

○他方、バリアフリー車両の導入は、直接的な需要増には結びつかない投資であること、通常
の車両より高額であること等によりその普及が低調な状況にある。このため、バリアフリー車
両の取得時における負担を軽減することが不可欠である。

○これまで、タクシー事業では原則普通自動車のみで運行されていたが、タクシー事業における
担い手不足等を踏まえ、軽自動車タクシーを含め地域の輸送資源をフル活用して、交通空白
の解消を促進するため、令和８年６月に軽自動車タクシーに係る制度整備を行ったところであ
る。また、軽自動車のUDタクシー基準の策定も予定しており、ユニバーサル社会実現に向け
ては、軽自動車タクシーを含めてバリアフリー車両の普及を加速させていく必要がある。

福祉タクシー 59,918台 （約90,000台）

UDタクシー
※２ 6/47 （47/47）

タクシー

※１
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令和９年度 組織・定員要求について

● 白タク・違法ハイヤー対策にかかる体制の強化

＜定員要求＞ 運輸支局 運輸企画専門官 ５名

● 「自家用自動車の有償貸渡し」を含めた一体的な業務遂行体制の構築

＜組織要求＞ 物流・自動車局、旅客課の所掌事務変更

● 自家用車活用事業の推進等に係る体制強化に伴う増

＜定員要求＞ 運輸局 専門官 ９名（※２年後再見直し）
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令和８年度こども霞が関見学デーの概要

○ 7月29日（水）、30日（木）の2日間（10:00～16:00）でタクシー乗車体験を実施。

○ 1日目は103名（うち、お子様57名）、2日目は93名（うちお子様49名）の合計196名

（うち、お子様106名）が乗車。

○ 水素タクシー(１台)、UDタクシー(２台)を、「本州自動車㈱、宝自動車交通㈱、東日本交通㈱」からご提

供いただくとともに、当日は、全タク連、東タク協の皆様に協力いただいた。

乗車体験概要 当日の様子

○周遊コース
東京駅－二重橋－国会議事堂

○運行回数
3台のタクシー車両で、1回あたり
30分/回のコースを延べ72回運行
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令和７年度以降の運賃改定の状況について（令和8年9月1日時点）

改定率運賃ブロック名

10.77%福島地区

12.15%北九州市域地区

13.90%岩手A地区

8.72%京都市域地区

8.31%滋賀地区

12.27%岩手B地区

10.54%名古屋地区

10.88%大阪地区

１．令和7年度実施済の地域（38地域）
改定率運賃ブロック名

10.20%静岡地区

7.98%伊豆地区

10.00%神戸市域地区

12.09%広島地区

13.27%岡山地区

10.06%尾張・三河地区

12.68%函館A地区

10.07%帯広地区

改定率運賃ブロック名

10.27%広島市域地区

10.04%札幌・小樽地区

13.26%愛媛地区

12.93%新潟Ａ地区

9.79%新潟Ｂ地区

11.90%東京島しょ地区

11.64%青森地区

15.54%宮崎地区

※地域数は、新運賃ブロック単位で集計
改定率運賃ブロック名

12.24%岐阜地区

9.14%飛騨地区

11.37%山口地区

10.36%多摩地区

11.03%京浜地区

10.33%相模・鎌倉地区

10.00%千葉地区

10.25%埼玉南部地区

10.77%埼玉北部地区

改定率運賃ブロック名

11.36%群馬Ａ地区

11.12%群馬Ｂ地区

10.04%三重地区

9.96%兵庫地区

11.64%和歌山地区

13.05%香川地区

10.08%仙台地区

12.76%山形地区

10.52%室蘭地区２．令和8年度実施済の地域（19地域）
改定率実施月運賃ブロック名

10.21%令和8年4月鹿児島地区

18.08%令和8年4月旭川地区

10.27%令和8年4月釧路地区

10.14%令和8年4月特別区・武三地区

16.54%令和8年5月石川地区

11.15%令和8年6月秋田地区

12.23%令和8年6月北見地区

※地域数は、新運賃ブロック単位で集計
改定率実施月運賃ブロック名

10.60%令和8年6月茨城地区

11.27%令和8年6月栃木地区

10.01%令和8年6月山梨A地区

11.53%令和8年7月宮城地区

10.62%令和8年7月福岡市域地区

11.14%令和8年7月大分地区

改定率実施月運賃ブロック名

11.88%令和8年7月長崎本土地区

13.61%令和8年7月千歳・空知・後志地区

11.43%令和8年7月富山地区

11.88%令和8年8月長崎本土地区

14.37%令和8年8月沖縄本土地区

10.16%令和8年9月福井地区

３．運賃改定公示中の地域（４地域） ※地域数は、新運賃ブロック単位で集計
改定率実施月運賃ブロック名

13.59%令和8年9月17日島根県本土地区

11.99%令和8年9月28日長野地区

改定率実施月運賃ブロック名

12.38%令和8年9月30日京都北部地区

改定率実施月運賃ブロック名

11.97%令和8年10月1日長崎離島地区

４．運賃改定審査・申請中の地域（７地域） ※下線については、改定要否審査中、申請受付中のもの。

運賃ブロック名運輸局

小田原地区関東

長野地区北信

運賃ブロック名運輸局

熊本地区九州

運賃ブロック名運輸局

高知地区四国

佐賀地区九州

運賃ブロック名運輸局

鳥取地区中国

徳島地区四国
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